
平成２０年度「高岡市の給与・定員管理等」について、次のとおり公表します。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成19年4月1日現在の人数です。

(3) 特記事項

給　 料

19年度

区分

人

1,469
１９年度

高岡市は平成１７年１１月１日に旧高岡市と旧福岡町の新設合併により誕生した市であり、合併以前の数値は旧市町の合算によ

235,702

（参考）

2,541,775796,980

　　　　　　　千円

人件費率実質収支

人　

180,121

　　　　　　Ａ

１　総括

高岡市の給与・定員管理等について

Ａ

13,154,813

区　　分 住民基本台帳人口

　　　　　（１９年度末）

職員手当

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

職員数

6,139,527

人件費

　　　　　　Ｂ

　　　　　千円 　　　　　千円

　　　　計　　　Ｂ

62,318,813

　　　　　　％

一人当たり給与費給与費

歳出額　

一人当たり給与費

千円

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

千円

期末・勤勉手当

千円

１８年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

21.9

Ｂ／Ａ

21.1

(参考)類似団体平均

6,452 6,4919,478,282

千円 千円 千円

1

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　　　給与水準を示す指数です。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　　　単純平均したものです。

　　　　　３　高岡市のＨ１５ラスパイレス指数は、合併前の旧高岡市の参考数値です。

高岡市は平成１７年１１月１日に旧高岡市と旧福岡町の新設合併により誕生した市であり、合併以前の数値は旧市町の合算によ
る参考値です。行財政改革の一環として、平成17年度までは特別職の給料・期末手当について５～７％の減額を実施しておりま
したが、条例改正を行い平成18年4月から特別職の給料額を引き下げています。１９年４月からは、副市長制の導入により収入
役を廃止するとともに、従来から実施していた管理職手当の減額についても、減額率を５％から１０％に拡大したうえで対象者を
課長級以上から管理職全員に拡大しています。

(H15)
99.5

(H15)
101.8 (H15)

100.7(H20)
99.6 (H20)

98.8
(H20)
98.3

90

95

100

105

高岡市 類似団体平均 全国市平均

1



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年４月１日現在）
　　　　① 一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

高岡市 46.7 395,197

428,391

国

393,989

325,113

区 分

富山県

44.3 352,334類似団体

43.8 350,700

41.1

平均年齢

369,011

419,200

平均給料月額

413,021

平均給与月額 平均給与月額
（国ベース）

387,506－

375,315

② 技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円 ――

―

48.9

46.7

――

―

―

339,976

― ―

1.33

1.24

1.59

―

225,900

244,800

（国ベース）

平均給与月額
Ａ／Ｂ

―

廃棄物処理業従業員（全国）

調理士（県）

平均年齢

―

43.6

41.9

50.4

344,057

区　　分 平均給与月額 平均給与月額
平均給料月額平均年齢 職員数

公　務　員

（Ａ）

類似団体

うち用務員

（Ｂ）
対応する民間の類似職種

高岡市 329

373,282

49.3

53.9

―

299,700

332,308

303,202 296,649

323,446 351,267

314,922

国 284,679 ― 320,623

398,000

47.0

45.1 295,029

うち清掃職員

うち給食調理

――

―

用務員（全国）

参考

75

46

376

民　　間

186

4,784

120 348,113 397,178 361,451

参　　考

51.0 360,283 352,002

富山県 356,200

297,056

2

　　　　③教育職 （小・中学校・幼稚園）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

「平均給料月額」とは、平成20年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。   

42.9

（注） １

   ２

区 分

395,100

高岡市

434,900

369,619

362,412

43.0

平均給与月額平均年齢

富山県

平均給料月額

類似団体

44.7

345,919

328,481

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など
のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもので
す。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当
等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

※

※

円 円 ※

円 円

円 円

（Ｄ）

――

うち給食調理4,952,311 3,408,800

区　　分
公務員

うち用務員 5,983,720 3,227,400

高岡市

うち清掃職員6,427,691 4,170,000

Ｃ／Ｄ
民間

1.54

―

（Ｃ）

年収ベース（試算値）の比較

参　　考

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表さ
れているデータを使用しています。（平成１６～１８年の３
か年平均）
技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年
齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致し
ているものではありません。
年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータ
は、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員
においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間
においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試
算値です。1.85

1.45

2



(2) 職員の初任給の状況（平成20年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成20年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

    （注）該当者がいない場合は "－"になっています。

３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成20年４月１日現在）

級 人 ％

－

区　　　         分

高　校　卒

1

区　　分 職員数 構成比

270,886 373,500

－

47

－

140,100

142,200

区　　　分

技能労務職

一般行政職

－

標準的な職務内容

－大　学　卒 －

303,000

－

経験年数１５年

-

高　校　卒

－

－

中　学　卒

-

273,900

技能労務職 212,200

6.6

高　校　卒

高　校　卒

－

教　育　職

（小・中学校・幼稚園）

－

教　育　職

177,012

大　学　卒

－

高　校　卒

大　学　卒

－

268,600

主事、事務員

－

140,100

高　　岡　　市 富山県 国

118,998

128,997

大　学　卒

143,055

－

高　校　卒

中　学　卒

197,703-

172,200 172,200

経験年数２０年　　　経験年数１０年

－

一般行政職

－

3

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

（注）１　高岡市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　

1

7

5

部長

昇給にあたっては、勤務評価を行って昇給を判定している。

18

47

13.2

15.1

主査、主任

主幹、副主幹、監理主査

38.8

2.5

6.6

10.7

85

94

76

6

副主幹、主査

12.0主事

主事、事務員

2

3

107

理事、次長

8

4

8

参事、課長、課長補佐、主幹

1.1

275

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

１級
6.6%

１級
5.0%

２級
12.0%

２級
11.1%

３級
10.7%

３級
8.7%

４級
13.2%

４級
15.6%

５級
15.1%

５級
17.0%

６級
38.8%

６級
38.8%

７級
2.5%

７級
2.6%

８級
1.1%

８級
1.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２０年の構成比 平成１９年の構成比
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４　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

期末手当 　勤勉手当 期末手当 　勤勉手当 期末手当 　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

( 月分 )( 月分 ) ( 月分 )( 月分 ) ( 月分 )( 月分 )

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当（平成20年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

1.6

3

1.6 0.75

1.5

－

1.53

高　　　　　岡　　　　　市

職制上の段階、職務の級等による加
算措置
・役職加算 5～20％
・管理職加算 15～25％

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　　　勧奨・定年

0.75

3

１人当たり平均支給額（平成19年度）

1,904

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　   　   勧奨・定年

23.50 30.55

国

30.55

職制上の段階、職務の級等による加
算措置
・役職加算 5～15％
・管理職加算 なし

成績率を適用する上での相対評価の指標に未だ充分な確証を得られないため一律に決定しており、そのうえで、戒告、減
給、停職等の処分に応じた成績率を適用している。

高　　岡　　市

23.50

0.751.6

1,759

１人当たり平均支給額（平成19年度）

1.5

富山県

職制上の段階、職務の級等による加算
措置
・役職加算 5～20％
・管理職加算 15～25％

（参考）勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

国

4

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当
（平成20年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（注）「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は、平成19年度における調整手当の額です。

（平成２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）　

支給率

3,481

44,638

811,600

15

（医師・歯科医師）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

支給実績（平成19年度決算）

（医師・歯科医師）

25,446

13

47.50

国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げることとして
います。

59.28

59.28

支給対象地域 国の制度（支給率）

国の制度（支給率）支給対象地域

59.28

47.50

59.28 59.28

41.34 33.5033.50

59.28

23.50 30.5530.5523.50

41.34

15

55

支給対象職員数

支給率

13

１人当たり平均支給額　　　　

4



 (4) 特殊勤務手当（平成20年４月１日現在）
千円

　円

　％

社会福祉業務手当

日額　350円

日額　150円社会福祉課、高齢介護
課に勤務する職員

社会福祉法第１５条に規定する
現業業務

①介護士等の、介護・指導訓練
等の業務
②長生寮の深夜勤務

特殊現場作業手当
下水道管理課、下水道
建設課、四屋下水処理
場に勤務する職員

きずな学園、長生寮に勤
務する職員

市税賦課徴収手当
市民税課、資産税課、納
税課、保険年金課に勤
務する徴税吏員

従事職員 感染症の防疫作業等

258,907

①業務によりに日額200円～
440円
②勤務時間により1回2,000
円、2,900円、3,300円

社会福祉施設業務手当

技術職員

①月額　170,000円以内
②日額　80円
③業務により日額200円以内
④勤務時間により１回2,000
円、2,900円、3,300円

工事監督、技術指導、検査等

日額　230円

①行旅死亡人の収容作業
②行旅死亡人の救護作業

①下水管内の調査業務
②下水処理業務

①医師、歯科医師が医療、研究
等の業務
②感染症患者の看護業務
③看護師等の病院業務
④看護師等の深夜勤務

現場技師指導手当

手当の種類（手当数）

手当の名称

社会福祉課に勤務する
職員

医療業務手当 市民病院に勤務する職員

１８　種類

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

①市税の賦課
②徴収等
③滞納処分

①日額　300円
②日額　450円
③日額　650円

①日額　300円
②日額　200円

主な支給対象職員

①１件　2,000円
②１件　1,000円

防疫作業手当

救護収容手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給実績（平成19年度決算）

44.8

234,829

5

１体　500円

危険手当
①日額　160円
②日額　100円

本庁、市民病院等に勤
務する技能労務職員

清掃業務手当
環境サービス課、環境ク
リーン工場等に勤務する
技能労務職員

①ごみその他の廃棄物の収集、
焼却及び運搬業務
②業務指導員が行う業務指導
③環境クリーン工場の交代勤務

①調理業務
②技士が行う業務

①日額　1,000円
②日額　180円
③1回　　700円又は1,600円

犬猫死体処理手当
環境サービス課に勤務
する技能労務職員

日額　120円

除雪手当 従事職員

①道路交通機関確保の除雪、排
雪業務
②建築物等の除雪、排雪業務又
は排雪場所の2時間以上の監視
業務
③正規の勤務時間以外又は休
日における2時間以上の除雪、
排雪、情報収集等の業務

①日額　500円
②日額　300円
③日額　300円

用地交渉手当 従事職員 用地の取得、物件移転等の業務 日額　650円

保健指導業務手当

①1回　300円
②１回　400円
③業務により１回200円、300
円、400円
④1回　300円

社会福祉業務手当

死亡者取扱手当 長生寮に勤務する職員 遺体の取扱業務 １件　2,000円以内

日額　150円
課に勤務する職員 現業業務

消防業務手当

健康増進課に勤務する
職員

保健師、看護師等の保健指導、
予防接種等の業務

犬猫の死体収集業務

消防職員

①火災消防等の業務
②火災出動時の運転、高所作
業、救助業務
③救急出動時の運転、救急救命
士等の救急業務
④深夜勤務

5



 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

(6) その他の手当（平成20年４月１日現在）

円

（１）借家等
月額12,000円を超える家賃
を支払っている職員に対
し、負担している家賃の額
に応じて最高27,000円まで

同じ

(1)配偶者　月額13,000円
(2)配偶者以外
①配偶者以外の扶養親族
のうち２人目以降　月額
6,500円
②配偶者のない場合はそ
のうち１人　月額11,000円
③扶養親族のうち16歳の年
度初めから22歳の年度末ま
での子については、１人に
つき月額5,000円を加算

支給実績国の制度

日額　170円

特殊車両操作手当

扶養手当

道路補修作業手当 土木維持課に勤務する
技能労務職員

道路補修、調査業務

土木維持課等に勤務す
る技能労務職員

ブルドーザー、グレイダー等の運
転業務 日額　200円

268,555

手　当　名

国の制度と 支給職員１人当たり

異なる内容

259,156

平均支給年額

164,395

支給実績（平成19年度決算）

（平成19年度決算）

との異同内容及び支給単価

国
(2)持ち家（世
帯主）

236,540

（平成19年度決算）

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

6

円

円

円

に応じて最高27,000円まで
支給
（２）持ち家（世帯主）
1,000円（ただし、新築・購入
の場合、5年間は2,500円）

（１）交通機関利用職員
6ヶ月定期券等の価格によ
る一括支給（全額支給限度
額月額55,000円）
（２）交通用具利用者
自動車　通勤距離区分に応
じ3,900円～24,500円
自転車、バイク　通勤距離
区分に応じ2,000円～
11,300円

通勤手当

異なる

異なる

国
46,300円～
139,300円
（一般行政
職）

244,734

117,316

住居手当 異なる

管理又は監督の地位にある
職員に給料に定額を支給
31,700～84,600円
（一般行政職△10％減額
前）管理職手当

69,254千円

千円 525,181

67,877千円39,640
帯主）
新築・購入の
場合の５年
間2,500円の
み

国
(2)交通用具
利用者（自動
車、自転車、
バイク）
通勤距離区
分に応じ
2,000円～
24,500円

6



円

円

円

円

円

医学等に関する専門知識を
必要とし、かつ、採用による
欠員の補充が困難な職に
採用された職員に支給
・医師、歯科医師
採用後35年以内の期間、採
用から１年を経過するごとに
その額を減じて支給
（最高支給月額　216,700
円）

38,775宿日直手当

111,311

管理職手当支給対象職員
が臨時又は緊急の必要等
により週休日等に勤務した
場合に支給
・1時間以上2時間未満
3,000円～  4,250円
・2時間以上6時間以下
6,000円～  8,500円

初任給調整手当 同じ

休日給

異なる
正規の勤務時間として午後
10時から翌日５時までの間
に勤務した職員に支給
１時間当たりの給与額×
0.25×勤務時間

夜勤手当

休日等において正規の勤
務時間中に勤務した職員に
支給
１時間当たりの給与額×１．
３５×勤務時間

同じ

9,581

国
・6時間以下
の場合
　6,000円～
12,000円
・6時間超の
場合

269,218

管理職員
特別勤務手当

159,222千円

国
１時間あたり
の給与額の
算定の総時
間から休日
及び年末年
始の時間を
減じている。

千円

116,585 千円

千円 131,243

千円

2,100,198

65,918

宿日直を命ぜられた職員が
勤務した場合に支給
・庁舎、設備等の保全
　　　　　　 　4,200円
・医療当直
看護師等 　5,900円
医　　　師　20,000円

458,997

異なる

7

円

５　特別職の報酬等の状況（平成20年４月１日現在）

円 円／ 円
（ 円）

円 円／ 円
（ 円）

円 円／ 円
（ 円）

円 円／ 円
（ 円）

円 円／ 円
（ 円）

月分

月分

6,000円～  8,500円
・6時間超
9,000円～12,750円

寒冷地手当

778,000

千円

場合
　9,000円～
18,000円

541,000

（参考）類似団体における最高／最低額

期
末
手
当

議 長

議 員

議 長

副 議 長報
酬

市区町村長
副 市 長

区 分 給 料 月 額 等

市区町村長
給
料

842,000

1,029,000

830,000

副 議 長

465,000

　　（平成19年度支給割合）

504,000580,000

　　（平成19年度支給割合）

3.35

3.35

553,000

同じ

寒冷地に在勤する職員に
支給
・世帯主である職員
 5,560円（扶養3人以上）
 2,300円（扶養1～2人）
      0円（扶養無）

14,9019,775

580,000

645,000645,000

1,000,000

副 市 長

545,000

854,900

7



（１期の手当額）　（支給時期）
円
円

（注）１給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。
2

６　職員数の状況
　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

100万×在職月数/12×500/100

△ 13

・業務執行体制の見直し

9,296,000

主な増減理由対前年
増減数

任期毎

0

議 員

農林水産

副 市 長

民　　　生

衛　　　生

総務企画

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

労　　　働

議　　　会

一
般
行
政
部
門

税　　　務

任期毎
20,000,000

327

67

平成19年

12 △ 1

83万×在職月数/12×280/100

　　（算定方式）
退
職
手
当

191

193

△ 364

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合に
おける退職手当の見込額です。

職 員 数

206

備 考

3

32

市 区町 村長

34

普
通
会
計
部

・業務執行体制の見直し

11

・総合計画の策定終了、業務執行体制の見直
し、職員体制の見直し

平成20年

338 △ 11

196 △ 5

3

・戸出市野瀬福祉会の保育園民営化引継業務
終了、保育需要の減少、職員派遣の見直し

△ 2

8

人
人

人
人

人

特
別
行
政
部
門

（類似団体の人口１万人当たり職員数

△ 11

＜参考＞

233

水　　　 道

土　　　木

合　　計

計

商　　　工 36

部
門

11

小    　計

（注）１　職員数は、一般職に属する職員の実数であり、地方公共団体定員管理調査上の総数から教育長1人を除き、一部
事務組合等派遣職員10名を含みます。また、市職員の身分を有する休職者及び派遣職員などを含み、臨時及び非常勤
職員を除きます。

134138

995

222

（類似団体の人口１万人当たり職員数

10

1,028 △ 33

＜参考＞ 人口１万人当たり職員数
1,469

496

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

2,118

[            2,124］

4

人口１万人当たり職員数 117.59

38

・医療体制の充実、業務執行体制の見直し

[            2,165］

△ 1

△ 3

△ 5

[       △41］

△ 40

55.24

79.67

＜参考＞ 人口１万人当たり職員数

△ 34

・中学校給食調理業務の委託化、職員派遣の
見直し、事務事業の見直し

10 ・消防力の充実

△ 2 ・中心市街地活性化計画の策定終了

67.69

47.76

・後期高齢者医療制度の対応

85

678

・職員派遣の見直し

2,158

208

39

4 ・福岡駅前まちづくり推進室の設置

・設計積算業務の委託、業務執行体制の見直し

△ 1

△ 5

・公共下水道事業の業務の減少、職員の職員
の嘱託化

教　　　育

消　　　防

小　　　計

218

1,435

そ　の　他

病　 　　院

下  水  道

一部事務組合などへ派遣

57

495

82

53

44

　　　３　人口１万人当たり職員数は、定員管理調査上の数値です。

公
営
企
業
等

会
計
部
門

673

8



(2) 年齢別職員構成の状況（平成20年４月１日現在）

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

　①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

以上

40歳

8

52歳

51歳

平成17年4月1日

353人 434人75人 81人

未満 39歳

32歳

純減数
平成22年4月1日

180

24歳20歳 28歳

職員数

職員数

36歳

2,257

区　分
20歳

8人

2,077

43歳

130人

35歳31歳 55歳47歳

～ 56歳

2118人

44歳

331人

純減率

～ 60歳

59歳
～

120人 34人

48歳～ ～

計

～ ～

208人

～

114人 230人

～

23歳 27歳

～
職員数

0%
5%

10%
15%
20%
25%

20
歳
未
満

20
｜
23

24
｜
27

28
｜
31

32
｜
35

36
｜
39

40
｜
43

44
｜
47

48
｜
51

52
｜
55

56
｜
59

60
歳
以
上

%%

9

②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）　１計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
２（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。
  ３

218

△ 40

10

673

△ 5

10

△ 1

2,118

増 減

2年目

△ 42

△ 1

678

10

11

△ 1

2,158

9208

20年

　　　　（　　％）

△ 27

―

―

―

増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減
数の累計を示しています。

233 ―

1,028

１７年 18年

消防
職員数

670

209

公営企業
等会計

職員数

増 減

1,071

１年目

△ 43

△ 7

209

△9

19年

△ 11

増 減

1,110

　　　　　　　　　区　　分

部　　門 計画始期

職員数
一般行政

職員数 249 240

増 減

△ 139

―

　　　　（　　％）

△2

教育

△180

19

（７７．2%）

計３年目

995

△ 33△39

計
職員数 2,257

増 減

一部事務組
合などへ派遣

職員数

増 減

　　　　（　　％）

3668

2,200

△57

　　　　（　　％）

―

2,077

12 △ 9 ―

△7

―

―

17年～２０年

―

　　　　（　　％）

222

（参考）

△ 115

数値目標
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

Ａ  
19年度 千円 千円 千円 ％

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、20年3月31日現在の人数である。

ウ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（20年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円団 体 平 均

3,874,613 93,907 779,442

19年度

79 380,421 238,163 160,858

20.1

49.4

45.5

421,878

374,552

24.4

779,442 9,866

617,130

571,242

（参考）18年度の総費用に占
める職員給与費比率

(参考)Ｈ18平均

9,892

区分 総費用 純損益又は実
質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比
率　　Ｂ／ＡＢ　

％

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　計　　　Ｂ　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

給与費 一人当たり給与費

一人当たり給与費

区分

千円 千円 千円 千円人 千円 千円

職員数

高 岡 市

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

10

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１9年度支給割合） （１７年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

団 体 平 均 45.5 374,552

１人当たり平均支給額（１9年度）

2,036

１人当たり平均支給額（１9年度）

1,759

1.5

（0.75）

高岡市（水道事業） 高岡市（一般行政職・団体平均等）

571,242

3.00 3.00

役職加算　5％～15％ 役職加算　5％～15％

（1.6） （1.6） （0.75）

1.5

10



イ　退職手当（20年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（20年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

支給対象地域

支給実績（19年度決算）

0 26,871

一般行政職の制度（支給率）

59.28 47.50

0

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 0

59.28 59.28 59.28

3,481 25,446

23.50 30.55

59.28

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28

高岡市（水道事業） 高岡市（一般行政職・団体平均等）

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55

支給率 支給対象職員数

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

11

％ ％

％ ％

（注）　国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

エ　特殊勤務手当（20年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給実績（19年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

44

802

67.1

2

支給実績（19年度決算）

支給実績（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

9,368

177

10,932

139

施設維持課
異常天候、水中、高所・
低所等で危険が生ずる
おそれのある作業

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

緊急出動手当 営業課、施設維持課 勤務時間外の緊急事故
処理のための緊急出動

1回2,300円

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

現場特殊作業手当 １時間あたりの給与額×1.25×
支給率（0.2～0.5）

手当の名称

支給対象地域 支給率

手当の種類（手当数）

国の制度（支給率）

11



カ　その他の手当（20年４月１日現在）

（19年度決算）

１３，０１６　千円 １６４，７５９　円

１，３３７　千円 １６，９１７　円

月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員に
対し、負担している家賃
の額に応じて最高
27,000円まで支給住居手当

(1)借家等

(2)配偶者以外

①配偶者以外の扶養親
族のうち2人各々月額
6,000円
②配偶者のない場合は
そのうち1人月額11,000
円

③その他の扶養親族1人
につき月額5,400円

④扶養親族のうち16歳
の年度初めから22歳の
年度末までの子につい
ては、1人につき月額
5,000円を加算

異なる

○国の制
度（２）持ち
家（世帯
主）　新築・

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （19年度決算） 平均支給年額

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

扶養手当

(1)配偶者月額13,000円

異なる

○国の制
度（２）配偶
者以外③そ
の他の扶養
親族1人に
つき5,000
円
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１，３３７　千円 １６，９１７　円

６５，４０７　円５，１６７　千円

４６９，４１６　円１２,２０５　千円

４４４　千円 ２４，６６７　円
・週休日及び休日等の
宿日直勤務を命じた職
員に支給1回3,600円

     　課長        　 10%

当直手当

・平日の宿日直勤務を命
じた職員に支給1回
2,000円

異なる

○国の制
度庁舎、設
備等保全
4,200円、
医療当直
等5,900～
20,000円

6ヶ月定期券等の価格に
よる一括支給（全額支給
限度額55,000円）

管理職手当

管理又は監督の地位に
ある職員に給料に一定
割合（6％～15％）を乗じ
て得た額を支給

異なる

○国の制
度管理又
は監督の地
位にある職
員に給料に
一定割合
（10%～
25%）を乗じ
て得た額を
支給

(例)　部長、次長　15%

　　 　次長、参事　12%

27,000円まで支給

(2)持ち家（世帯主）

1,000円（ただし、新築、
購入の場合、5年間は
2,500円）

通勤手当

(1)交通機関利用職員

(2)交通用具利用者

住居手当

異なる

○国の制
度（２）交通
用具利用
者（自動
車、自転
車、バイク）
通勤距離
区分に応じ
2,000～
24,500円

異なる 主）　新築・
購入の場
合の5年間
2,500円の
み

自動車　通勤距離に応
じ　　　　　5,000円～
24,500円

12



　

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

　ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

　（参考）　高岡市水道局における定員管理の数値目標（数・率）

３９　千円 １，３９３　円

0　千円 ０　円

82

計画期間

73 9 10.9

平成17年4月1日 平成22年4月1日

1時間当たりの給与額×
1.35×勤務時間

純減数 純減率
職員数 職員数

・6時間超の場合
6,000円～12,000円

休日勤務手当

休日等において正規の
勤務時間中に勤務した
職員に支給

異なる

1時間あたり
の給与額の
算定の総
時間から休
日及び年
末年始の
時間を減じ
ている。

管理職員特別
勤務手当

管理職手当支給対象職
員が臨時又は緊急の必
要等により週休日等に勤
務した場合に支給

異なる

○国の制
度　・6時間
以下の場
合4,000～
12,000円
・6時間超
の場合
6,000～
18,000円

・1時間以上2時間未満
の場合
2,000円～4,000円
・2時間以上6時間未満
の場合
4,000円～8,000円

13

イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

     →6(3)②の参考を参照

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

Ａ  
19年度 千円 千円 千円 ％

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、20年3月31日現在の人数である。

５５人（２７人減）

計画期間
数値目標

始期 終期

36,227 37,193 10,359 28.6

1 5,108 3,009 2,242 10,359 10,359

(参考)Ｈ18平均

一人当たり給与費

千円

8,525

千円 千円 千円 千円

区分 職員数 給与費 一人当たり給与費

19年度

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

Ｂ　

％

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

（参考）18年度の総費用に占
める職員給与費比率

23.0

　　　　計　　　Ｂ

平18年4月1日 平28年4月1日

総費用に占める
職員給与費比
率　　Ｂ／Ａ

　(2)　工業用水道事業

区分 総費用

千円人

純損益又は実
質収支

職員給与費

13



ウ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（20年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1.6） 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（20年4月1日現在）

１人当たり平均支給額（19年度）

2,242

52.0

45.2

443,700

369,079

661,371

567,700

１人当たり平均支給額（19年度）

1,759

（1.6） (0.75)

役職加算　5％～15％ 役職加算　5％～15％

高岡市（水道事業） 高岡市（一般行政職・団体平均等）

(0.75)

3.00 3.00 1.51.5

高 岡 市

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

高岡市（水道事業） 高岡市（一般行政職・団体平均等）

団 体 平 均
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勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（20年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

3,481 25,446

支給実績（19年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 0

0 0

59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

高岡市（水道事業） 高岡市（一般行政職・団体平均等）
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（注）　国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

エ　特殊勤務手当（20年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（20年4月1日現在）

支給実績（19年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

0

0

0.0

2

支給実績（19年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 0

支給実績（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 326

平均支給年額

支給実績 支給職員１人当たり

（19年度決算）

国の制度 国の制度と

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

施設維持課
異常天候、水中、高所・
低所等で危険が生ずる
おそれのある作業

１時間あたりの給与額×1.25×
支給率（0.2～0.5）

緊急出動手当 営業課、施設維持課 勤務時間外の緊急事故
処理のための緊急出動

1回2,300円

現場特殊作業手当

326

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価
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平均支給年額（19年度決算）

（19年度決算）

１５６　千円 １５６，０００　円

０　千円 ０　円

○国の制
度（２）持ち
家（世帯
主）　新築・
購入の場
合の5年間
2,500円の
み

月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員に
対し、負担している家賃
の額に応じて最高
27,000円まで支給

(2)持ち家（世帯主）

1,000円（ただし、新築、
購入の場合、5年間は
2,500円）

(1)借家等

(2)配偶者以外

①配偶者以外の扶養親
族のうち2人各々月額
6,000円
②配偶者のない場合は
そのうち1人月額11,000
円

③その他の扶養親族1人
につき月額5,400円

④扶養親族のうち16歳
の年度初めから22歳の
年度末までの子につい
ては、1人につき月額
5,000円を加算

○国の制
度（２）配偶
者以外③そ
の他の扶養
親族1人に
つき5,000
円

異なる

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

扶養手当

(1)配偶者月額13,000円

住居手当 異なる
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６０，０００　円６０　千円

３５８，５６０　円３５９　千円

０　千円 ０　円

０　千円 ０　円異なる

○国の制
度　・6時間
以下の場
合4,000～
12,000円
・6時間超

・1時間以上2時間未満
の場合
2,000円～4,000円
・2時間以上6時間未満

管理職手当

管理又は監督の地位に
ある職員に給料に一定
割合（6％～15％）を乗じ
て得た額を支給

異なる

○国の制
度管理又
は監督の地
位にある職
員に給料に
一定割合
（10%～
25%）を乗じ
て得た額を
支給

(例)　部長、次長　15%

　　 　次長、参事　12%

     　課長        　 10%

○国の制
度（２）交通
用具利用
者（自動
車、自転
車、バイク）
通勤距離
区分に応じ
2,000～
24,500円

6ヶ月定期券等の価格に
よる一括支給（全額支給
限度額55,000円）

(2)交通用具利用者

自動車　通勤距離に応
じ　　　　　5,000円～
24,500円

(1)交通機関利用職員

2,500円）

・平日の宿日直勤務を命
じた職員に支給1回
2,000円
・週休日及び休日等の
宿日直勤務を命じた職
員に支給1回3,600円

異なる

○国の制
度庁舎、設
備等保全
4,200円、
医療当直
等5,900～
20,000円

当直手当

管理職員特別
勤務手当

管理職手当支給対象職
員が臨時又は緊急の必
要等により週休日等に勤
務した場合に支給

通勤手当 異なる

16

　

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

　ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

　（参考）　高岡市水道局における定員管理の数値目標（数・率）

イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

     →6(3)②の参考を参照

０　千円 ０　円

1 1 0 0.0

平成17年4月1日 平成22年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

１人

終期

・6時間超
の場合
6,000～
18,000円

・2時間以上6時間未満
の場合
4,000円～8,000円

・6時間超の場合
6,000円～12,000円

平18年4月1日 平28年4月1日

計画期間
数値目標

始期

異なる休日勤務手当

休日等において正規の
勤務時間中に勤務した
職員に支給

1時間当たりの給与額×
1.35×勤務時間

1時間あたり
の給与額の
算定の総
時間から休
日及び年
末年始の
時間を減じ
ている。
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  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

Ａ  
19年度 千円 千円 千円 ％

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、20年3月31日現在の人数である。

ウ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（20年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

12,788

35.0

370,862 14,570 12,788 3.4

19年度

2 6,359 3,942 2,487

45.5

278,950

374,552

410,547

571,242

8.7

6,394

(参考)Ｈ18平均

一人当たり給与費

千円

6,070

基本給 平均月収額

高 岡 市

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

　　　　計　　　Ｂ　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

人 千円 千円 千円 千円 千円

区分 職員数 給与費 一人当たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

Ｂ　

％

　(3)　簡易水道事業

区分 総費用 純損益又は実
質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比
率　　Ｂ／Ａ

（参考）18年度の総費用に占
める職員給与費比率

団 体 平 均

17

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（0.75）（1.6） （1.6） （0.75）

役職加算　5％～15％ 役職加算　5％～15％

1,759

3.00 1.5 3.00 1.5

１人当たり平均支給額（19年度） １人当たり平均支給額（19年度）

2,242

高岡市（一般行政職・団体平均等）高岡市（水道事業）
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イ　退職手当（20年4月1日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

支給率

3,481

高岡市（一般行政職・団体平均等）

支給対象職員数

0

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 0

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

0 0 25,446

一般行政職の制度（支給率）支給対象地域

支給実績（19年度決算）

59.28 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

59.28 59.28

高岡市（水道事業）
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％ ％

％ ％

（注）　国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

エ　特殊勤務手当（20年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

緊急出動手当 営業課、施設維持課 勤務時間外の緊急事故
処理のための緊急出動

1回2,300円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

現場特殊作業手当 施設維持課
異常天候、水中、高所・
低所等で危険が生ずる
おそれのある作業

１時間あたりの給与額×1.25×
支給率（0.2～0.5）

2

支給実績（19年度決算） 7

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

3,600

100.0

246

支給実績（19年度決算） 492

支給実績（18年度決算） 549

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 274

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

手当の種類（手当数）
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カ　その他の手当（20年4月1日現在）

住居手当 異なる

○国の制
度（２）持ち
家（世帯
主）　新築・
購入の場
合の5年間

月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員に
対し、負担している家賃
の額に応じて最高
27,000円まで支給

(2)持ち家（世帯主）

(1)配偶者月額13,000円

異なる

○国の制
度（２）配偶
者以外③そ
の他の扶養
親族1人に
つき5,000
円

(2)配偶者以外

①配偶者以外の扶養親
族のうち2人各々月額
6,000円
②配偶者のない場合は
そのうち1人月額11,000
円

１２　千円 ６,０００　円

１５６　千円 ７８，０００　円

③その他の扶養親族1人
につき月額5,400円

④扶養親族のうち16歳
の年度初めから22歳の
年度末までの子につい
ては、1人につき月額
5,000円を加算

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

国の制度 国の制度と

平均支給年額

支給実績 支給職員１人当たり

（19年度決算）

（19年度決算）

(1)借家等

扶養手当
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当直手当 異なる

○国の制
度庁舎、設
備等保全
4,200円、
医療当直
等5,900～
20,000円

・平日の宿日直勤務を命
じた職員に支給1回
2,000円
・週休日及び休日等の
宿日直勤務を命じた職
員に支給1回3,600円

２４　千円 １２　円

管理職手当

管理又は監督の地位に
ある職員に給料に一定
割合（6％～15％）を乗じ
て得た額を支給

異なる

○国の制
度管理又
は監督の地
位にある職
員に給料に
一定割合
（10%～
25%）を乗じ
て得た額を
支給

(例)　部長、次長　15%

　　 　次長、参事　12%

     　課長        　 10%

通勤手当 異なる

○国の制
度（２）交通
用具利用
者（自動
車、自転
車、バイク）
通勤距離
区分に応じ
2,000～
24,500円

6ヶ月定期券等の価格に
よる一括支給（全額支給
限度額55,000円）

８４,０００　円１６８　千円

０　円０　千円

(2)交通用具利用者

自動車　通勤距離に応
じ　　　　　5,000円～
24,500円

(1)交通機関利用職員

合の5年間
2,500円の
み

(2)持ち家（世帯主）

1,000円（ただし、新築、
購入の場合、5年間は
2,500円）
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④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

　ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

　（参考）　高岡市水道局における定員管理の数値目標（数・率）

0.02 2 0

計画期間

1時間当たりの給与額×
1.35×勤務時間

平成17年4月1日 平成22年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

1時間あたり
の給与額の
算定の総
時間から休
日及び年
末年始の
時間を減じ
ている。

０　千円 ０　円

・1時間以上2時間未満
の場合
2,000円～4,000円
・2時間以上6時間未満
の場合
4,000円～8,000円

・6時間超の場合
6,000円～12,000円

休日勤務手当

休日等において正規の
勤務時間中に勤務した
職員に支給

異なる

管理職員特別
勤務手当

管理職手当支給対象職
員が臨時又は緊急の必
要等により週休日等に勤
務した場合に支給

異なる

○国の制
度　・6時間
以下の場
合4,000～
12,000円
・6時間超
の場合
6,000～
18,000円

０　千円 ０　円
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イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

     →6(3)②の参考を参照

平18年4月1日 平28年4月1日 ２人

計画期間
数値目標

始期 終期
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